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参考 評価指標の設定の考え方と主な取り組み主体 

 施策別の評価指標の設定の考え方と主な取り組み主体は以下のとおりです。 
 

緩和Ⅰ ライフスタイルの脱炭素化 (p.87) 
 

評価指標 現状値 目標 
指標設定 

の考え方 
目標設定の考え方 

行

政 

市

民 

事

業

者 

ぎふ減CO2ポイン

トの参加者数 

2,051人/年 

（2021年度） 

4,000人/年 

（2030年度） 

市民の省エネ

活動への参加

を促します 

制度の見直しや、普及啓発により
年間参加者数を増やしていくこと
を目標とします。 

これまでの傾向として、年間約
2,000人程度の参加者があり、最大
は平成30年度に3,519人でした。 

2030年度には、これを上回る年間
4,000人の参加者を目標とします。 

● ●  

ゼロカーボンア

クション報告数 
- 

累計 

24,000件 

（2030年度） 

市民の具体的

な行動を収集

し見える化し

ます 

市民のゼロカーボンアクションを
積み上げ、取り組み効果を見える
化します。 

現在、ぎふ減CO2ポイント制度参加
者が年間約2,000人、講座等参加者
が年間約1,000人あり、合わせて年
間約3,000人が地球温暖化対策に興
味関心を持って行動していること
が明らかです。 

2030年度までに、これを積み上
げ、8年間で累計24,000件分のゼロ
カーボンアクションの収集を目指
します。 

● ●  

市 が 行 う 省 エ

ネ・再エネ関連

設備の補助金の

申請件数 

172件/年 

（2021年度） 

200件/年 

（2030年度） 

市 民 の 省 エ

ネ・再エネ関

連設備の導入

を促進します 

地球温暖化対策推進支援事業とし
て、省エネ・再エネ関連設備の購
入に対し補助制度を実施していま
す。 

2021年度は、蓄電池、V2H、ZEH、
燃料電池について、年間合計172件
の補助を行いました。 

2030年度には、これを上回る年間
200件の補助を目標とします。 

● ● ● 

市内の電気自動

車等の購入に係

る 補 助 件 数

（国） 

161件/年 

（2020年度） 

320件/年 

（2030年度） 

次世代自動車

の購入を促し

ます 

次世代自動車のうち、電気自動車
とプラグインハイブリッド自動車
について、国の補助件数を指標と
します。 

国では2030年度の目標として、新
車購入における次世代自動車の割
合を、2013年度比で2～3倍増を見
込んでいます。 

国の補助制度のうち、市内の電気
自動車、プラグインハイブリッド
自動車の補助件数は、2013年度に
157件あり、2030年度はその2倍程
度である320件を目標とします。 

● ● ● 

ごみの焼却量 
122,831ｔ/年 

（2021年度） 

109,000t/年 

（2025年度） 

ごみの減量・

資源化を推進

します 

「ごみ減量・資源化指針」で掲げ
る指標とその目標値を設定しま
す。 

なお、当指針の見直し等により指
標又は目標値が更新された場合
は、更新後の指標又は目標値に準
ずることとします。 

● ● ●   
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緩和Ⅱ 脱炭素型まちづくりの推進  (p.93) 
 

評価指標 現状値 目標 
指標設定 

の考え方 
目標設定の考え方 

行

政 

市

民 

事

業

者 

居住誘導区域内

の人口密度 

51.2人/ha 

（2015年度） 

51.2人/ha 

（2035年度） 

「岐阜市立地

適正化計画」

を推進します 

コンパクト・プラス・ネットワー
クを推進するものとし、「岐阜市
立地適正化計画」で掲げる指標と
その目標値を設定します。 

なお、当計画の見直し等により、
指標又は目標値が更新された場合
は、更新後の指標又は目標値に準
ずることとします。 

●   

交通分担率 

自動車 68.2％ 

バス、鉄道 9.4％ 

（2011年度） 

自動車 減少 

バス、鉄道 増加 

（2030年度） 

「岐阜市地域

公 共 交 通 計

画」を推進し

ます 

「岐阜市地域公共交通計画」に基
づき、過度な自動車利用を抑制
し、公共交通の利用を促進しま
す。 

「岐阜市地域公共交通計画」に基
づき、交通分担率を指標とし、自
動車の割合の減少、バスや鉄道の
割合の増加を目標とします。 

● ● ● 

走行キロ当たり

の路線バス利用

者数 

0.99人/km 

（2016年度） 

1.07人/km 

（2025年度） 

「岐阜市地域

公 共 交 通 計

画」を推進し

ます 

過度な自動車利用を抑制し、公共
交通の利用を促進するものとし、
「岐阜市地域公共交通計画」で掲
げる指標とその目標値を設定しま
す。 

なお、当計画の見直し等により、
指標又は目標値が更新された場合
は、更新後の指標又は目標値に準
ずることとします。 

● ● ● 

民有地緑化に関

する補助件数 

累計 

16,343件 

（2021年度） 

増加 

（2030年度） 

「岐阜市みど

り の 基 本 計

画」を推進し

ます 

「岐阜市みどりの基本計画」に基
づき、市街地緑化を推進すること
とし、民有地の緑化を支援する各
種緑化助成制度について利用を促
進します。 

2021年度までの累計補助件数は
16,343件あり、今後も市民のニー
ズを把握しながら、適切な制度の
見直しなどの充実を図ります。 

● ● ● 

ＬＥＤ防犯灯の

設置補助件数 

25件（61灯）/年 

（2021年度） 

増加 

（2030年度） 

「みんなでつ

くる「ホッと

タウン」プロ

ジェクト」を

推進します 

地域での積極的な安全活動を支援
する「みんなでつくる「ホッとタ
ウン」プロジェクト」のうち、
「街角トワイライト整備事業」で
は、防犯灯を設置する費用の補助
を行っています。防犯灯には、LED
照明を指定しているため、高い省
エネ効果が期待できます。 

今後も継続して事業を実施し、防
犯灯のLED化を進めます。 

● ●    
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緩和Ⅲ 再生可能エネルギーの利用促進  (p.97) 
 

評価指標 現状値 目標 
指標設定 

の考え方 
目標設定の考え方 

行

政 

市

民 

事

業

者 

太陽光発電設備

の導入容量 

累計 

138MW 

（2021年度） 

累計 

266MW 

（2030年度） 

再生可能エネ

ルギー導入目

標の達成を目

指します 

再生可能エネルギー導入目標の達
成に向けて、太陽光発電の導入を
促進します。 

「再生可能エネルギー電気の利用
の促進に関する特別措置法」にお
ける再生可能エネルギー発電設備
について公表された導入状況から
把握することとし、2030年度の再
生可能エネルギー導入目標に見合
う太陽光発電導入容量として、累
計266MWの導入を目指します。 

● ● ● 

市が行う省エネ

再エネ関連設備

の補助金の申請

件数【再掲】 

172件/年 

（2021年度） 

200件/年 

（2030年度） 

市 民 の 省 エ

ネ・再エネ関

連設備の導入

を促進します 

地球温暖化対策推進支援事業とし
て、省エネ・再エネ関連設備の購
入に対し補助制度を実施していま
す。 

2021年度は、蓄電池、V2H、ZEH、
燃料電池について、年間合計172件
の補助を行いました。 

2030年度には、これを上回る年間
200件の補助を目標とします。 

● ● ● 

廃 棄 物 発 電 の 

自家消費量 

1,820万kWh/年 

（2021年度） 

増加 

（2030年度） 

廃棄物焼却に

よる発電の自

家消費を促進

します 

本市の東部クリーンセンターで
は、廃棄物焼却による発電を行っ
ています。年間発電量は約4,000万
kWhあり、そのうち、約1,800万kWh
を自家消費し、余剰電力は売電し
ています。 

今後、自己託送等を実施すること
により、他の市施設で使用するな
どして、自家消費量を増やしてい
くこととします。 

● ● ●   
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緩和Ⅳ 施設の脱炭素化  (p.102) 
 

評価指標 現状値 目標 
指標設定 

の考え方 
目標設定の考え方 

行

政 

市

民 

事

業

者 

市施設のＬＥＤ

化完了施設の割

合 

12％ 

（2021年度） 

100％ 

（2030年度） 

市施設の省エ

ネ化を推進し

ます 

国や県の目標に準じ、2030年度ま
でに全ての照明のLED化を図りま
す。 

2021年度時点で、対象1,175施設の
うち144施設にて全てＬＥＤ化が完
了しており、今後は、「環境アク
ションプランぎふ」に基づき、施
策を推進することとします。 

●   

市施設の太陽光

発電設備導入施

設の割合 

17％ 

（2021年度） 

設置可能な施

設の50％以上 

（2030年度） 

市施設に再生

可能エネルギ

ーを積極的に

導入します 

国や県の目標に準じ、2030年度ま
でに設置可能な市施設のうち50％
以上に太陽光発電を導入します。 

2021年度時点で、対象246施設のう
ち43施設に太陽光発電を導入して
おり、今後は、「環境アクション
プランぎふ」に基づき、施策を推
進することとします。 

●   

公 用 車 （ 乗 用

車）の電気自動

車の割合 

1％ 

（2021年度） 

100％ 

（2030年度） 

公用車に次世

代自動車を積

極的に導入し

ます 

国や県の目標に準じ、公用車のう
ち乗用車については、2030年度ま
でに全ての乗用車に電気自動車を
導入します。 

2021年度時点で、対象車196台のう
ち電気自動車は2台導入しており、
今後は、「環境アクションプラン
ぎふ」に基づき、施策を推進する
こととします。 

●   

市施設の温室効

果ガス排出量 

130,371t-CO2 

（2020年度） 

56,910t-CO2 

（2030年度） 

市施設におい

て率先的に温

室効果ガス排

出量を削減し

ます 

国や県の目標に準じ、市役所の事
務事業における温室効果ガス排出
量を、2030年度までに2013年度比
で60％削減することを目指しま
す。 

「環境アクションプランぎふ」に
基づき、施策を推進することとし
ます。 

●   

事業者セミナー

の実施件数 

1回/年 

（2021年度） 

2回/年 

（2030年度） 

事業者の取り

組みを促進し

ます 

事業者の取り組みを支援すること
を目的とし、事業者セミナーを開
催します。 

現在、「岐阜市地球温暖化対策推
進委員会」の事業として、年１回
程度、事業者セミナーを実施して
います。 

今後は、これを年2回に拡大し継続
していくものとし、その内容は、
社会の動向や事業者の取り組み状
況に応じて検討することとしま
す。 

●  ● 

「岐阜市グリー

ン購入方針」に

係る達成率 

ＯＡ用紙 

98.2％等 

（2021年度） 

100％ 

（2030年度） 

「岐阜市グリ

ー ン 購 入 方

針」を徹底し

ます 

市役所の物品購入において、グリ
ーン対象物品の購入率100％を目指
します。 

「岐阜市グリーン購入方針」に基
づき、グリーン対象物品の購入を
徹底します。 

●   

排出量報告事業

者数（県条例） 

18社 

（2021年度） 

100社 

（2030年度） 

「岐阜県地球

温暖化防止及

び気候変動適

応条例」に基

づく温室効果

ガス排出削減

計画等評価制

度への参加を

促します 

「岐阜県地球温暖化防止及び気候
変動適応条例」では、一定規模以
上の事業者に温室効果ガス排出削
減計画書等の提出を義務付けてお
り、さらに、令和4年度からは、努
力義務として、中小企業にもその
対象を拡大しています。 

2021年度時点では、市内18社が当
制度により、温室効果ガス排出削
減計画等を提出しています。今後
は、年間10社程度参加を拡大して
いくものとし、2030年度までに100
社の参加を目標とします。 

●  ●   
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緩和Ⅴ 環境教育の推進  (p.107) 
 

評価指標 現状値 目標 
指標設定 

の考え方 
目標設定の考え方 

行

政 

市

民 

事

業

者 

小中学校向け環

境学習（緩和と

適応）の実施回

数 

5回/年 

（2021年度） 

20回/年 

（2030年度） 

小中学校にお

ける環境教育

を推進します 

小中学校向けの出前講座等によ
り、緩和と適応の両面から、子ど
もたちへの環境学習を推進しま
す。 

2021年度には、小中学校向けの出
前講座等を5回実施しています。 

今後は、岐阜県や岐阜県地球温暖
化防止活動推進センターと連携
し、内容を充実させるとともに、
実施回数を増やしていきます。 

●   

公民館講座（緩

和と適応）の実

施回数 

5回/年 

（2021年度） 

20回/年 

（2030年度） 

地域における

環境教育を推

進します 

公民館での出前講座等により、緩
和と適応の両面から、地域住民へ
の環境学習を推進します。 

2021年度には、公民館の出前講座
等を5回実施しています。 

今後は、岐阜県や岐阜県地球温暖
化防止活動推進センターと連携
し、内容を充実させるとともに、
実施回数を増やしていきます。 

● ●    
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適応Ⅰ 農業・林業・水産業  (p.114) 
 

評価指標 現状値 目標 
指標設定 

の考え方 
目標設定の考え方 

行

政 

市

民 

事

業

者 

農林水産事業者

への周知啓発の

実施回数 

― 
5回/年 

（2030年度） 

農林水産事業

者への周知啓

発を推進しま

す 

農林水産事業者に対し、農林水産
業に関する気候変動の影響、リス
ク、適応策について、周知啓発を
行います。 

最新の状況や知見について情報収
集を行うとともに、関連部局と連
携し、効果的な周知啓発に努める
こととし、2030年度には年間5回の
情報発信を目標とします。 

●  ● 

 
適応Ⅱ 水環境・水資源  (p.115) 

 

評価指標 現状値 目標 
指標設定 

の考え方 
目標設定の考え方 

行

政 

市

民 

事

業

者 

水資源のステー

クホルダーへの

周知啓発の実施

回数 

― 
5回/年 

（2030年度） 

水資源のステ

ークホルダー

への周知啓発

を推進します 

水資源のステークホルダーに対
し、水資源の利用に関する気候変
動の影響、リスク、適応策につい
て、周知啓発を行います。 

最新の状況や知見について情報収
集を行うとともに、水資源のステ
ークホルダーを洗い出し、効果的
な周知啓発に努めることとし、
2030年度には年間5回の情報発信を
目標とします。 

●   

モニタリングの

実施回数 

河川：月1回 

地下水：常時 

（2021年度） 

継続 

（2030年度） 

河川及び地下

水のモニタリ

ングにより、

気候変動影響

の監視します 

河川及び地下水の水質等モニタリ
ング調査を継続して実施し、気候
変動による影響を監視します。 

河川については、概ね月１回モニ
タリング調査を実施しており、今
後もこれを継続することとしま
す。 

地下水については、市内8か所にお
いて地下水位定点・定時観測調査
を実施しており、今後もこれを継
続することとします。 

●     
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適応Ⅲ 自然生態系  (p.116) 
 

評価指標 現状値 目標 
指標設定 

の考え方 
目標設定の考え方 

行

政 

市

民 

事

業

者 

自然環境保全活

動団体への周知

啓発の実施回数 

― 
5回/年 

（2030年度） 

自然環境保全

活動団体への

周知啓発を推

進します 

自然環境保全活動団体に対し、気
候変動による生態系への影響、リ
スク、適応策について、周知啓発
を行います。 

最新の状況や知見について情報収
集を行うとともに、関連部局と連
携し、効果的な周知啓発に努める
こととし、2030年度には年間5回の
情報発信を目標とします。 

●   

自然環境保全活

動団体の活動支

援回数 

43回/年 

（2021年度） 

43回/年 

（2030年度） 

自然環境保全

に関する活動

を継続して支

援します 

気候変動に順応性の高い健全な生
態系を保全するため、自然環境保
全に関する活動を継続して支援し
ます。 

自然環境保全活動団体では、団体
の構成員の高齢化等により、今後
の活動の衰退が懸念されており、
当面は、現在の活動を継続して支
援することを目標とします。 

● ●  

 
適応Ⅳ 自然災害  (p.117) 

 

評価指標 現状値 目標 
指標設定 

の考え方 
目標設定の考え方 

行

政 

市

民 

事

業

者 

市民への周知 

啓発の実施回数 
― 

5回/年 

（2030年度） 

市民への周知

啓発を推進し

ます 

市民に対し、気候変動による自然
災害に関する影響、リスク、適応
策について、周知啓発を行いま
す。 

最新の状況や知見について情報収
集を行うとともに、関連部局と連
携し、効果的な周知啓発に努める
こととし、2030年度には年間5回の
情報発信を目標とします。 

●   

防災訓練の実施

回数 

40回/年 

（2021年度） 

増加 

（2030年度） 

地域の防災力

の強化を推進

します 

地域の防災力の強化のため、地区
単位で毎年、防災訓練を実施して
います。しかし、近年は新型コロ
ナウイルス感染症の影響により、
実施していない地区もあり、2021
年度の実施回数は、年間合計40回
でした。 

今後は、気候変動による自然災害
の甚大化が懸念されるため、感染
対策に十分に注意し、訓練を実施
していくことが必要であることか
ら、コロナ禍で減少した2021年度
よりも実施回数を増やすことを目
標とします。 

● ● ●   
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適応Ⅴ 健康  (p.118) 
 

評価指標 現状値 目標 
指標設定 

の考え方 
目標設定の考え方 

行

政 

市

民 

事

業

者 

市民への周知 

啓発の実施回数 
― 

5回/年 

（2030年度） 

市民への周知

啓発を推進し

ます 

市民に対し、気候変動による人の
健康に関する影響、リスク、適応
策について、周知啓発を行いま
す。 

最新の状況や知見について情報収
集を行うとともに、関連部局と連
携し、効果的な周知啓発に努める
こととし、2030年度には年間5回の
情報発信を目標とします。 

●   

熱中症による 

救急搬送者数 

223人/年 

（2021年度） 

減少 

（2030年度） 

熱中症による

被害の防止・

軽減を推進し

ます 

気温の上昇に伴い、熱中症のリス
クが増大し、今後も被害の発生が
続くと予測されます。そのため、
熱中症の予防や対策等、注意喚起
を行い、被害の防止・軽減に努め
ます。 

2021年度の市内熱中症搬送者数は
223人であり、次年度以降はこれが
減少することを目標とします。 

● ● ● 

 
 

適応Ⅵ 産業・経済活動  (p.119) 
 

評価指標 現状値 目標 
指標設定 

の考え方 
目標設定の考え方 

行

政 

市

民 

事

業

者 

企業のBCP策定率 
9.0％ 

（2021年度） 

増加 

（2030年度） 

企業の危機管

理体制の強化

を推進します 

気候変動の影響により、産業・経
済活動の継続が困難となる事態が
発生することが懸念されることか
ら、企業の危機管理体制を強化す
るため、事業継続計画（BCP）の策
定を推進します。 

市内企業のBCP策定率は2021年度で
は9.0%であることから、本市で行
うBCP策定支援等により、今後、策
定率を増加させていくことを目標
とします。 

●  ● 

 
適応Ⅶ 市民生活・都市生活  (p.120) 

 

評価指標 現状値 目標 
指標設定 

の考え方 
目標設定の考え方 

行

政 

市

民 

事

業

者 

太陽光発電設備

の導入容量  

累計 

138MW 

（2021年度） 

増加 

（2030年度） 

災害時でも使

用可能な電源

の確保を推進

します 

気候変動の影響による自然災害の
甚大化により、インフラやライフ
ラインに被害が生じることが懸念
されることから、災害時でも使用
可能な電源を確保するため、太陽
光発電設備の導入を推進します。 

今後、蓄電池の活用や地域マイク
ログリッドの形成など、効率的な
活用について検討を進めることと
し、現時点では、太陽光発電設備
の導入容量の増加を目標としま
す。 

● ● ● 



 

 

 


